
１ 要望内容等

親族間犯罪不支給の原則を見直すべき。
● 親族間犯罪といっても実態は様々であり、不支給を原則とすることに十分な合理性があるか疑問。

基本計画策定過程における主な要望、意見等

犯罪被害者等保護・支援体制の一層の推進のための提言
（平成27年７月30日自由民主党政務調査会）（抜粋）

２．犯罪被害者等に対する経済的支援
（１）犯罪被害給付制度の見直し

③ 親族間犯罪不支給原則について
現行の犯罪被害給付制度は、「犯罪被害者等給付金の支給等に

よる犯罪被害者等の支援に関する法律施行規則（以下、「規則」
という）」において、親族間犯罪については原則不支給とされて
おり、例外的に一部又は全額支給される場合があると定められて
いる。しかし、一口に親族間犯罪といってもその実態はさまざま
であり、既に親族関係が破たんしていると評価しうる者の間で起
こる犯罪もある。親族間犯罪の中に、減額又は不支給とすべき事
案があるのは事実であるが、不支給を原則とすることに十分な合
理性があるのかは疑問である。
本ＰＴにおいては、

・ 親族間犯罪については、上記規則において「原則不支給」とさ
れているが、上位法規である「犯罪被害者等給付金の支給等によ
る犯罪被害者等の支援に関する法律（以下、「法」という）」に
おいては、「全部又は一部を支給しないことができる」となって
おり、法令の構造上のズレを是正すべきであるとの見解や、

・ 親族間犯罪について減額すべき事案があるとしても、法に規定
されている「支給することが社会通念上適切ではない」ケースに
運用上当てはめれば十分であり、同犯罪を法令上の減額事由とし
て明記していること自体を見直すべきであるとの見解
が示された。

したがって、親族間犯罪不支給の原則については、上記見解を
踏まえて、見直しの方向で早急に検討を進めるべきである。

親族間犯罪被害に係る給付金の在り方

第21回基本計画策定・推進専門委員等会議
（平成27年８月24日）渡邉構成員提出資料（抜粋）

２ 親族間犯罪について給付金が原則不支給・一部減額とする現行の国
家公安委員会規則を速やかに改正し、原則支給とし社会通念上妥当
でない場合にのみ不支給・一部減額とする制度に改める

(理由) 親族間の犯罪の被害者に対しては、「加害者と被害者の財布は
一つである」、「本来親族は助け合うべきである」などとして給付金を
支出することはなじまないとされている。
しかしながら、現実の犯罪実態からは、被害者に支払われた給付金が

加害者の懐に入るというような「加害者と被害者の財布は一つである」
という事例はほとんど起こりえない。
また、DVや児童虐待、実質的に離婚しているが籍だけ残っている場

合、精神疾患であっても入院させてくれずやむなく同居していた場合、
長期にわたり離反・対立している場合その他実質的に家族・親族という
機能がなくなっていると認められる場合など、親族間といっても千差万
別で、「本来親族は助け合うべきであるから給付金を支給するべきでな
い」ということは論理的にも社会常識的にも導かれないし、そんな国民
合意が存するという調査もない。2013年の殺人事件検挙件数のうち、被
疑者と被害者が親族関係である割合は53.5%で、年々増加傾向にあり、
その結果、満額支給が例外という逆転現象が起きている。
現状は、「親族間は原則不支給・一部減額」とされていることで、現

実にそもそも申請を断念したり、あるいは申請しても却下されたり、本
来非のない被害者に厳しく査定されて不当に減額等されたりするなどの
ケースが生じている。また、警察がかかる要件を検討することが裁定期
間の長期化の一因であり、被害者遺族の困窮に拍車をかけるとともに、
警察も本来無用の事務処理に多くの時間を割かれている実態にある。
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２ 現行制度における親族間犯罪の取扱い

● 現行制度では、加害者と犯罪被害者又は第一順位遺族との関係が、夫婦・直系血族・同居の兄弟姉妹である場合
には不支給、別居の兄弟姉妹・その他の三親等内の親族である場合には1/3支給、それ以外の親族である場合には
2/3支給。

● ＤＶ法に基づく保護命令が発出されている場合、児童虐待等により生命又は身体に重大な危険が生じている場
合には全額支給することが可能。
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３－１ 親族間犯罪に係る支給に関する考え方

● 犯罪被害給付制度の趣旨：故意の犯罪行為により、不慮の重大な被害を受けたにもかかわらず、加害者からの損
害賠償が得られず、他の公的救済も受けられない犯罪被害者等に対して、国が社会連帯共助の精神に基づき、犯
罪被害者等給付金を支給することで、その精神的・経済的打撃を早期に軽減するとともに、これらの者が再び平穏な生
活を営むことができるよう支援しようとするもの。
● 「親族というのは、民法の規定に徴しても社会生活の実態に照らしても、お互いに助け合うということが建前であって、
その相互間で行われた犯罪の被害についてまで公費負担による給付を行うべきであるとする意見は、いまだ社会全般
の意識としては到底考えられないことである。（下線・太字引用者）」 （大谷實・齊藤正治「犯罪被害給付制度」、有斐閣、1982年、88頁）

親族＝「互いに助け合う関係」（民法、社会実態）

公費負担による給付を行うことについて、
社会全般の意識が確立されているとは言い難い

結果として加害者を利することとなるおそれがある

損害賠償請求が行われることが少ない

他人と比べ、密接な関係にある
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３－２ 不支給範囲等についての改正経緯

昭和55年法制定時
○ 加害者と犯罪被害者又は第一順位遺族の間に「夫婦」「直系血族」「三親等内の親族」「同居の親族」関係がある場合は、不支給
～ 犯罪被害給付制度創設の趣旨、民法に規定される親族間の相互扶助義務、当時の家族形態・親族間の相互扶助の実態等

【犯罪被害給付制度上の親族間犯罪についての取扱いの変遷】

平成18年規則改正
○ 三親等を超える「同居の親族」を2/3支給に
○ 「兄弟姉妹」を除く、配偶者・直系血族以外の「三親等内の親族」を1/3支給に（同居・別居を問わない）
～ 核家族化の進行に伴い親族間の相互扶助が機能する範囲が縮小している実態等

○ 個別事情に応じた弾力的支給（ＤＶ法の保護命令が発せられている場合は、最大2/3支給を可能に）
～ DVへの公的介入・保護、親族間犯罪に対する社会認識の変化、法制度への不信が生じ得る者への救済の必要性

平成21年規則改正
○ ＤＶの犯罪被害者の給付水準の引き上げ（最大全額支給を可能に）
～ DVの犯罪被害者の経済的な困窮状況、DVの犯罪被害者の経済的負担をできる限り軽減すべきとの社会的意識の形成

平成26年規則改正
○ 「別居の兄弟姉妹」を「三親等内の親族」と同様に1/3支給に
～ 親族としての結びつきの緩さ

○ 個別事情に応じた弾力的支給（児童虐待等の犯罪被害者に対して最大全額支給を可能に）
～ 児童虐待等の犯罪被害者は法的にも保護されるべき対象となっていること、当該犯罪被害者が置かれる状況がＤＶの犯罪被害者と同
等以上に過酷な場合もあること

「犯罪被害給付制度の拡充及び新たな補償制度の創設に関する検討会」取りまとめ（平成26年３月26日）（抜粋）
２ 親族間犯罪被害者への不支給例外
「本検討会は，現時点で，現行法上の原則と例外とを入れ替えるべきであるとの合意には至らなかった。」
「親族間犯罪でも犯罪被害者等給付金が支給される場合の範囲を拡大することができないかとの意見があっ

た。この点に関し，本検討会としては，DV事案以外にも，全額支給又は減額割合を３分の１までとする特例を認める
べきであると考える。具体的には，年少時に，長年にわたって保護者等から受けた性的虐待等の事案について，検
討すべきである。」
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４－１ 親族間犯罪の背景（１） ～ 世帯形態の変化

● 核家族が増加。一人で構成される単独世帯も大幅に増加。
● 核家族では、「夫婦＋子供」の世帯は緩やかに減少、「夫婦のみ」及び「一方の親＋子供」の世帯は増加。
● 非核家族は減少。特に、「三世代同居」の世帯が過去20年で半減。
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非核家族世帯における構成の推移（国勢調査（総務省統計局））

■核家族：夫婦のみの世帯又は親と配偶者のいない
子から成る世帯

■非核家族：核家族、含む非親族、単独以外の世帯
■含む非親族：親族以外の者を含む世帯
■単独：ひとりのみの世帯

※ 平成２年調査以前の数値は、平成22年に行われた「世帯の家族類型」の定義変更以前のもの（変更以前は「核家族」及び「非核家族」に非親族の者が同居している場合も含まれる。）を使用。平成７年～17
年調査の数値は、変更後の定義を用いて遡及集計した結果を使用。なお、遡及集計する前の数値と後の数値の差はおおむね１％未満（ただし、新定義の「含む非親族」は大幅に増加。）。
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４－２ 親族間犯罪の背景（２） ～ 高齢者世帯の変化

● 夫婦のみの世帯、高齢夫婦世帯ともに増加を続けているが、夫婦のみの世帯全体のうち高齢夫婦世帯の割合が半
数を超え、過去35年で約2.5倍。
● 高齢者は、夫婦二人のみで同居している類型が約４割で、過去20年で10ポイント以上増加。過去最多だった子及

び孫と同居している高齢者は大幅に減少。
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※ 「夫婦世帯」とは、夫婦二人のみの世帯をいう。
※ 「高齢夫婦世帯」とは、夫婦世帯のうち、夫が65歳以上で、妻が60歳以上の世帯をいう。

高齢者の親族との同居形態の推移
（高齢者の日常生活に関する意識調査（内閣府）からデータを抽出して作成）

（万件）
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４－３ 親族間犯罪の背景（３） ～ 家族に関する調査研究例

【家庭内の重大犯罪に関する研究】
（平成24年、法務総合研究所研究部報告45号）（抜粋）

第５編 結語
１ 家庭内の重大犯罪の特徴

家庭内の重大犯罪の特徴の一つは，被害者が非親族である
犯罪と異なり，本件以前から加害者と被害者とが日常的に密
接な関係にあったという点にある。ただし，このことは，そ
の相互関係が対等で親密な関係であることを意味するわけで
はなく，日常的に夫がＤＶを重ねている家庭のように，支
配・被支配といった非対称な関係に陥ってしまっている場合
もあれば，情緒的な交流も言葉による相互理解も十分でない
親子関係のように，コミュニケーション不全ともいうべき状
態が続いてしまっている場合もあり，そうした相互関係の歪
みは、物理的にも心理的にも距離が近い関係ほど問題を深刻
化させやすく，それが直接的あるいは間接的に犯罪を促進す
る要因にもなると考えられる。

また，家族という最小の共同体は，近隣や地域社会とのつ
ながりが薄れるほど，閉塞感を強め，いわば運命共同体のご
とき様相を呈してくるが，構成員数の縮小傾向なども反映し
て，家族内部における問題解決能力はますます低下してきて
おり，経済的な問題にしろ，子の養育・教育問題にしろ，男
女間の愛情問題にしろ，いったん問題が顕在化すると，それ
に対して共同で対処していくことが難しく，外部の第三者の
介入もないことなどから，個々人が孤立無援の状態で悩みを
抱え込み，打開の道が見えないまま自暴自棄的な心理状態に
陥るなどして，最も身近な構成員を巻き添えにする形で犯罪
が起きる場合もある。 （下線引用者）

【第５回全国家庭動向調査（人口問題調査報告資料第33号）】
（平成27年、国立社会保障・人口問題研究所）（抜粋）

第10章．妻からみた成人子との関係
１．会話頻度

別居未婚子の場合、子の年齢とともに割合が増すのは会話頻
度が非常に少ない「ほとんどしない」（子の性別が男性）と
「年に数回」（子の性別が女性）のみである。その一方で、
「週に1～2回」以上の割合は「20～29歳」でやや高いものの、
「30～39歳」で「40～49歳」より低くなっている。
これに対して別居有配偶子の場合、子の年齢とともに「週に1

～2回」以上の割合は低下し、「月に1～2回」以下の割合が増え
る。「週に1～2回」以上の割合を「20～29歳」と「40～49歳」
で比較すると、子の性別が男性の場合は40.2%から29.8%へ、子
の性別が女性の場合は75.6%から58.2%へそれぞれ低下する。

第12章．親の介護と家族の役割
１．親の健康状態
(3)介護の必要な親の居住世帯

今回の調査では、介護の必要な親（特に母親）は子夫婦と同
居する者が多いが、結婚していない子と同居する者も少なくな
い。また、父親に介護が必要な場合には、3割ほどが夫婦ふたり
暮らしで、この場合には母親が父親を介護する老老介護の状況
がうかがえる。さらに、介護の必要な親がひとり暮らしでいる
ケースも少なくなく、特に母親の場合には、2割弱がひとり暮ら
しである。こうしたことからは、家庭内での介護者の確保の困
難さや、家庭内介護における家族の負担がより大きいケースが
一定数存在することが読み取れる。 （下線引用者）

家庭内の犯罪の背景として、以下のような指摘がある。
● 加害者と犯罪被害者とが日常的に密接な関係にある中で、相互関係の歪みは、物理的にも心理的にも距離が近

い関係ほど問題を深刻化させやすく、それが直接的あるいは間接的に犯罪を促進する要因にもなる。
● 核家族化の進展等に伴う構成員数の縮小傾向なども反映して、家庭内部における問題解決能力が低下。
● いったん問題が顕在化すると、個々人が孤立無援の状態で悩みを抱え込むなどして、最も身近な構成員を巻き添

えにする形で犯罪が起きる場合もある。
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５－１ 親族間犯罪の傾向（殺人）

● 殺人事件（未遂含む。）は、昭和54年＊から平成28年までで、総数（検挙）はおよそ半減しているが、親族間について
は約４割の減少にとどまり、昭和54年に44％であった総数に占める親族間の割合が、平成28年には55％に増加。
● 親族間の殺人事件（未遂含む。）では、従前と比べ、子に対するものは減少、父母に対するものは増加。
● 配偶者に対するものは高水準で推移（平成28年は、妻に対するものが83件、夫に対するものが68件）。

殺人事件（未遂含む。）の検挙件数
（被疑者と被害者との関係別、昭和54年＊～平成28年、犯罪統計）（件）

（件）

※ 「面識あり」とは、友人、知人、職場関係者等の面識がある場合をいい、親族間を除く。
※ 「面識なし」とは、「親族間」及び「面識あり」を除いたものをいう。

237

151

58

108

301

102

31

3651

28

0

50

100

150

200

250

300

S54 S57 S60 S63 H3 H6 H9 H12 H15 H18 H21 H24 H27

配偶者 実・養父母 実・養子 兄弟姉妹 その他

H28
＊ 犯罪被害給付制度が発足した昭和55年の前年からの統計を掲載。

被疑者と被害者との関係別
親族間の殺人事件（未遂含む。）の検挙件数

（昭和54年＊～平成28年、犯罪統計）
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S54 S57 S60 S63 H3 H6 H9 H12 H15 H18 H21 H24 H27

総数 面識あり 面識なし 親族間

H28

５－２ 親族間犯罪の傾向（傷害）

● 傷害事件（致死含む。）の総数（検挙）は、平成12年から急増した後、平成15年をピークに、最近は減少傾向。
● 一方、親族間は一貫して増加しており、平成28年では平成15年と比べても約２倍に増加。
● 親族間の中では、配偶者（特に妻）に対するものが最多（平成28年は、妻に対するものが2,488件、夫に対するもの
が172件）。父母や子に対するものも増加。

傷害事件（致死含む。）の検挙件数
（被疑者と被害者との関係別、昭和54年＊～平成28年、犯罪統計）（件）

（件）

577

2660

176

680

36

531

185

312295
334

0
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750

1000

1250

1500

1750

2000

2250

2500

2750

S54 S57 S60 S63 H3 H6 H9 H12 H15 H18 H21 H24 H27

配偶者 実・養父母 実・養子 兄弟姉妹 その他

H28

被疑者と被害者との関係別
親族間の傷害事件（致死含む。）の検挙件数

（昭和54年＊～平成28年、犯罪統計）

※ 「面識あり」とは、友人、知人、職場関係者等の面識がある場合をいい、親族間を除く。
※ 「面識なし」とは、「親族間」及び「面識あり」を除いたものをいう。

＊ 犯罪被害給付制度が発足した昭和55年の前年からの統計を掲載。
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６－１－１ 親族間犯罪の実態調査の内容

10

調査対象事件（平成26年１月１日～12月31日の間に加害者を検挙した事件）

･･･調査対象事件

対象罪種： ①殺人 ②強盗殺人 ③強盗致死 ④傷害致死
※ 殺人予備、自殺関与・同意殺人は対象に含まれない。

加害者と犯罪被害者が親族関係にある 加害者と犯罪被害者が親族関係にない

犯罪被害者の
加療期間が
全治１か月

以上

犯罪被害者の
加療期間が
全治１か月

未満

既遂

殺人
強盗殺人
強盗致死
傷害致死

未遂

殺人未遂
強盗殺人未遂

加害者と
第一順位遺族
が親族関係に

ある

加害者と
第一順位遺族
が親族関係

にない

未遂

殺人未遂
強盗殺人未遂

既遂

殺人
強盗殺人
強盗致死
傷害致死

197件

74件 1件

殺人：167件
傷害致死：30件

殺人未遂：74件 殺人：１件

※ 件数は、犯罪被害者と加害者の関係ごとに捉えて計上
（複数加害者が同一犯罪被害者を殺害等した場合は、当
該加害者数を件数に、同一加害者が複数犯罪被害者を
殺害等した場合は、当該犯罪被害者数を件数に計上。）。



６－１－２ 親族の範囲（この調査における定義）
傍 系 直 系 傍 系

(六)
六
世
の
祖

(五)
五
世
の
祖

尊
(六)(四)

高
高祖父母の兄弟祖

父
母

(五)③ (三)
曾曾

高祖父母の子祖 祖
父父
母母

属

(四)
(六)② (二)

高祖父母の孫 祖伯祖 祖
父叔父 父
母母 母

(五)
③ ① (一) ③ (三)

従伯伯 父 配 伯父
父叔叔 偶 叔
母父 母 者 父母

母 母

★ ★ ② ② (二)
(四) (六)父 配 兄 配配 自 兄

姉従 従伯偶 弟 偶偶 弟
妹兄 父叔母 者 姉 者者 己 姉
弟 母妹 妹

(五)③ ① (一) ③ (三)
従甥 配 配 甥
姪偶 偶子

姪 者 者 姪

② (二)
(四) (六)配

姪 従偶 孫
孫 姪者

孫
卑 ③ (三)

(五)配 曾
曾偶
姪者 孫
孫

(四)
玄

(六)
玄孫
姪

(五)
五
世属
の

◎ 「親族」とは、民法第７２５条で「六親等内の血族 、孫 」
「配偶者 「三親等内の姻族」と定められている。」、

(六)
・()数字は血族とその親等、○数字は姻族とその親等六
・白抜きで記載された者は「配偶者、直系血族及び兄弟姉妹」世
・□で囲まれた者は「三親等内の親族」の
・★は親族でない者孫

「配偶者」は、左図の「配偶者」を指す（婚姻の届

出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情

にあった場合を含む。）。

「子」は、左図の「子」を指す（縁組の届出をしてい

ないが、事実上養子縁組関係と同様の事情にあっ

た場合を含む。）。

「父母」は、左図の「父母」を指す（縁組の届出をし

ていないが、事実上養子縁組関係と同様の事情に

あった場合を含む。） 。

「孫」は、左図の「孫」を指す。

「祖父母」は、左図の「祖父母」を指す。

「兄弟姉妹」は、左図の「兄弟姉妹」を指す。

「その他の三親等内の親族」は、左図の赤枠の中

の者を指す。

「親族関係なし」は、左図の★が付された者又は

左図に記載のない者を指す。

※ 今回の調査では、三親等以上の直系血族の関

係にある者（左図の「直系」欄の（三）以上の数字

が付された者）及びその他の親族（左図の「傍系」

欄の（四）以上の数字が付された者）が対象となる

事案はなかった。
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６－１－３ 分類方法（この調査における定義）

将来を悲観
被害者の
問題行動

不仲・トラブル DV・虐待
加害者の

心神喪失等
その他

・ 介護・育児疲れ、
金銭困窮等から
将来を悲観したも
の

・ 妊娠の発覚をお
それて嬰児を殺
害したもの

等

・ 犯罪被害者の暴
力への防御・抵抗
として犯行に及ん
だもの

・ 犯罪被害者の過
去の暴力に対する
恨み・復讐として
犯行に及んだもの

等

・ 不倫、浮気その
他の痴情のもつれ
に起因するもの

・ 金銭トラブルに
起因するもの

等

・ 加害者の一方的
な暴力によるDV

・ 児童虐待、高齢
者虐待

等

・ 加害者が精神
疾患等により心神
喪失状態であった
もの

・ 妄想を原因とす
るもの

等

左記に該当しない
もの

○原因動機の分類

同居継続 別居継続 加害者死亡
事件後離婚・

別居等
未確定 不明

・ 事件前から同居
していた者が、事
件後も同居を継続
したもの

・ 加害者と別居し
ていたが、加害者
側の親族と同居し
たもの

事件前から別居し
ていた者が、事件
後も別居を継続し
たもの

加害者が事件後に
自殺したもの

・ 配偶者が事件後
に離婚したもの

・ 事件前に同居し
ていたが、事件後
に別居したもの

・ 事件後に犯罪被
害者側の親族に
養子縁組したもの

等

・ 加害者が措置入
院とされたもの

・ 加害者の未決勾
留により一時的に
別居状態にあるも
の

等

事件前後の関係が
明らかでないもの

○事件前後の同居等関係の分類
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６－２－１ 全体（加害者から見た犯罪被害者の関係別、原因動機別）

● 加害者から見た犯罪被害者の関係では、「父母」が最多で、「配偶者」、「子」の順に多い（これらで全体の８割以上）。
● 原因動機では、「将来を悲観」が最多で、「不仲・トラブル」、「加害者の心神喪失等」の順に多い（これらで全体の約
８割）。

原因動機別（272件）

将来を悲観

33％(91件)

不仲・トラブル

25％(69件)

DV・虐待

8％(22件)

加害者の心神喪失等

21％(57件)

被害者の問題行動

9％(24件)

その他

3％(9件)

同居の兄弟姉妹

3％(9件)

祖父母

2％(5件)

別居の兄弟姉妹

4％(10件)

その他の三親等内の親族

4％(11件)

親族関係なし

0％(1件)

配偶者

27％(74件)

父母

33％(91件)

（18歳以上）

7％(20件)

子

25％(69件)

（18歳未満）

18％(49件)

孫

1％(2件)

加害者から見た犯罪被害者の関係別（272件）
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６－２－２ 全体（加害者から見た犯罪被害者の関係ごとの原因動機別）

● 「配偶者」・「父母」が犯罪被害者となる事案の原因動機は多岐にわたる一方、「子」が犯罪被害者となる事案の原
因動機の約６割は「将来を悲観」。

● さらに、「子（18歳未満）」が犯罪被害者となる事案の原因動機の約７割が「将来を悲観」である一方で、「子（18歳以
上）」が犯罪被害者となる事案では「将来を悲観」と「被害者の問題行動」がそれぞれ35％ずつ。

加害者から見た犯罪被害者の関係別（272件）

将来を悲観

28％(21件)

不仲・トラブル

31％(23件)

DV・虐待

5％(4件)

加害者の心神喪失等

27％(20件)

被害者の問題行動

4％(3件)

その他

4％(3件)

将来を悲観

59％(41件)

不仲・トラブル

4％(3件)

DV・虐待

12％(8件)

加害者の心神喪失等

10％(7件)

被害者の問題行動

12％(8件)

その他

3％(2件)

将来を悲観

23％(21件)

不仲・トラブル

29％(26件)

DV・虐待

8％(7件)

加害者の心神喪失等

29％(26件)

被害者の問題行動

10％(9件)

その他

2％(2件)

将来を悲観

69％(34件)

その他

2％(1件)

DV・虐待

14％(7件)

加害者の心神喪失等

12％(6件)

被害者の問題行動

2％(1件)

配偶者

27％(74件)

父母

33％(91件)

（18歳以上）

7％(20件)

子

25％(69件)

（18歳未満）

18％(49件)

将来を悲観

35％(7件)不仲・トラブル

15％(3件)

DV・虐待

5％(1件)

加害者の心神喪失等

5％(1件)

被害者の問題行動

35％(7件)

その他

5％(1件)
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６－２－３ 全体（犯罪被害者と加害者の同居・別居の別と原因動機）

● 犯罪被害者と加害者が事件時に「同居」していたものが全体の約８割。
● 犯罪被害者と加害者が同居している場合の原因動機は、全体の傾向と大きく変わらない。
● 犯罪被害者と加害者が別居している場合の原因動機は、「不仲・トラブル」が最多。

原因動機

同居

84％(228件)

別居

16％(44件)

原因動機

犯罪被害者と加害者の同居・別居（事件時）
（272件）

DV・虐待

9％(21件)

将来を悲観

36％(83件)

不仲・トラブル

21％(48件)

加害者の心神喪失等

21％(48件)

被害者の問題行動

9％(20件)

その他

4％(8件)

将来を悲観

18％(8件)

不仲・トラブル

48％(21件)

加害者の心神喪失等

20％(9件)

被害者の問題行動

9％(4件)

その他

2％(1件)

DV・虐待

2％(1件)
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６－３－１ 犯罪被害者生存の場合（加害者から見た犯罪被害者の関係別・原因動機別）

● 加害者から見た犯罪被害者の関係では、「配偶者」が最多で、「父母」、「子」の順に多い。
● 原因動機では、「不仲・トラブル」が最多。

同居の兄弟姉妹

3％(2件)

祖父母

1％(1件)

別居の兄弟姉妹

4％(3件)
その他の三親等内の親族

5％(4件)

配偶者

39％(29件)

父母

24％(18件)

（18歳以上）

8％(6件)

子

22％(16件)

（18歳未満）

14％(10件)

孫

1％(1件)

将来を悲観

20％(15件)

不仲・トラブル

39％(29件)

DV・虐待

4％(3件)

加害者の心神喪失等

27％(20件)

被害者の問題行動

8％(6件)

その他

1％(1件)

加害者から見た犯罪被害者の関係別（74件） 原因動機別（74件）
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同居

82％(61件)

別居

18％(13件)

６－３－２ 犯罪被害者生存の場合（犯罪被害者と加害者の同居・別居の別と事件前後の同居等関係）

● 犯罪被害者と加害者が事件時に「同居」していたものが全体の約８割。
● 事件時に同居していた場合、事件後の「同居継続」が約３分の２を占める。他方、「事件後離婚・別居等」も２割程

度ある。
● 事件時に別居していた場合、事件後に同居するものはない。

事件前後の同居等関係事件前後の同居等関係

事件後離婚・別居等

22％(8件)

同居継続

67％(24件)加害者死亡

3％(1件)

未確定

8％(3件)

※ 事件後の関係が「不明」（25件）を除く。

未確定

33％(2件)
別居継続

50％(3件)

事件後離婚・別居等

17％(1件)

※ 事件後の関係が「不明」（7件）を除く。

犯罪被害者と加害者の同居・別居（事件時）
（74件）
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６－３－３ 犯罪被害者生存の場合（犯罪被害者別の特徴①）

● 「同居継続」が最多の８件、それらの原因動機は「将

来を悲観」、「被害者の問題行動」、「不仲・トラブル」、

「加害者の心神喪失等」と多岐にわたる。

● 「事件後離婚・別居等」が４件、それらの原因動機は

「ＤＶ・虐待」と「加害者の心神喪失等」によるもの。

● 事件時に「別居」の５件のうち、別生計であった４件

は、離婚に向けた協議等を行っていたもので、「不仲・

トラブル」が原因。

＜配偶者（29件）＞

● 多くの事案が、「同居継続」であり、原因動機は「将来

を悲観」、「不仲・トラブル」、「加害者の心神喪失等」と

多岐にわたる。

● 事件時に「別居」の１件は、「被害者の問題行動」によ

るもの。

＜父母（18件）＞

犯罪被害者と加害者の事件前後における
同居・別居関係

不仲・トラブル

31％(9件)

将来を悲観

17％(5件)

被害者の問題行動

7％(2件)

加害者の心神喪失等

38％(11件)

DV・虐待

7％(2件)

原因動機 原因動機

不明
5件

同居
17件

別居
1件

同居継続

11件事件後離婚・別居等

1件

未確定

1件

不仲・トラブル

50％(9件)

将来を悲観

6％(1件)

被害者の問題行動

11％(2件)加害者の心神喪失等

33％(6件)

同居継続

8件

未確定

2件

不明
10件

別居継続

1件

不明
4件

同居
24件

別居
5件

事件後離婚・別居等

4件

犯罪被害者と加害者の事件前後における
同居・別居関係
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６－３－４ 犯罪被害者生存の場合（犯罪被害者別の特徴②）

＜18歳未満の子（10件）＞ ＜18歳以上の子（６件）＞

● 全て、事件時に加害者と「同居」で、原因動機は「将

来を悲観」が最多。

● 事件後は「同居継続」と「事件後離婚・別居等」があ

るが、双方とも、原因動機は「将来を悲観」と「加害者

の心神喪失等」。

● 全て、事件時に加害者と「同居」で、事件後も「同居

継続」（不明を除く。）。

● 原因動機は、「将来を悲観」、「被害者の問題行動」、

「不仲・トラブル」がある。

将来を悲観

70％(7件)

被害者の問題行動

10％(1件)

加害者の心神喪失等

20％(2件)

原因動機

同居継続

2件

事件後離婚・別居等

2件

不明
5件 同居

10件

加害者死亡

1件

将来を悲観

33％(2件)

被害者の問題行動

17％(1件)

不仲・トラブル

50％(3件)

原因動機

同居継続

3件
不明
3件 同居

6件

犯罪被害者と加害者の事件前後における
同居・別居関係

犯罪被害者と加害者の事件前後における
同居・別居関係
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６－３－５ 犯罪被害者生存の場合（犯罪被害者別の特徴③）

● 事件時は加害者と「別居」で、「事件後離婚・別居

等」。

● 原因動機は、「加害者の心神喪失等」。

＜孫（１件）＞

＜兄弟姉妹（５件）＞

● 「同居の兄弟姉妹」と「別居の兄弟姉妹」があるが、と

もに事件後の「同居継続」はない（不明を除く。）。

● 同居・別居にかかわらず、原因動機は、「不仲・トラ

ブル」のみ。

＜その他の三親等内の親族（４件）＞

● 事件時は加害者と「同居」で、事件後は「未確定」。

● 原因動機は、「DV・虐待」。

＜祖父母（１件）＞

事件後離婚・別居等

1件

別居継続

1件

不明
2件 同居

2件別居
3件 不明

1件
未確定

1件
別居継続

1件

不明
1件

同居
1件

別居
3件

不明
1件

犯罪被害者と加害者の事件前後における
同居・別居関係

犯罪被害者と加害者の事件前後における
同居・別居関係

● 加害者から見た犯罪被害者の関係は、「おじ・おば」、

「おい・めい」、「子の配偶者」、「配偶者の兄弟姉妹」が

それぞれ１件ずつ。

● 原因動機は、「不仲・トラブル」がほとんど。
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６－４－１ 犯罪被害者死亡の場合（加害者から見た犯罪被害者の関係別・原因動機別）

● 加害者から見た犯罪被害者の関係では、「父母」が最多で、次いで「子」、「配偶者」の順に多い。

● 原因動機では、「将来を悲観」が最多で、次いで「不仲・トラブル」、「加害者の心神喪失等」の順に多く、全体の傾向

と大きく変わらない。

将来を悲観

38％(76件)

不仲・トラブル

20％(40件)

DV・虐待

10％(19件)

加害者の心神喪失等

19％(37件)

被害者の問題行動

9％(18件)

その他

4％(8件)

加害者から見た犯罪被害者の関係別（198件）

同居の兄弟姉妹

4％(7件)

祖父母

2％(4件)

別居の兄弟姉妹

4％(7件)

その他の三親等内の親族

4％(7件)

配偶者

23％(45件)

父母

37％(73件)

（18歳以上）

7％(14件)

子

27％(53件) （18歳未満）

20％(39件)

孫

1％(1件)

親族関係なし

1％(1件)

原因動機別（198件）
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第一順位遺族と犯罪被害者の同居・別居（事件時）
（198件）

６－４－２ 犯罪被害者死亡の場合（第一順位遺族と犯罪被害者の同居・別居の別と原因動機別）

● 第一順位遺族＊と犯罪被害者が事件時に「別居」していたものが、全体の55％。

原因動機 別居

55％(108件)

同居

45％(90件)

将来を悲観

36％(39件)

不仲・トラブル

24％(26件)

DV・虐待

13％(14件)

加害者の心神喪失等

17％(18件)

被害者の問題行動

6％(7件)

その他

4％(4件)

将来を悲観

41％(37件)

不仲・トラブル

16％(14件)

DV・虐待

6％(5件)

加害者の心神喪失等

21％(19件)

被害者の問題行動

12％(11件)

その他

4％(4件)

原因動機

＊ 「第一順位遺族」とは、遺族給付金の支給を受けることができる遺族で、犯罪被害者死亡の時において、犯罪被害者の配偶者（事実上婚姻関係と同様の事情にあった
者を含む。）、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹のいずれかに該当する者をいう。なお、加害者は、その関係にあったとしても、第一順位遺族にはならない。
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同居

41％(82件)

別居

59％(116件)

６－４－３ 犯罪被害者死亡の場合（第一順位遺族と加害者の同居・別居の別と事件前後の同居等関係）

● 第一順位遺族と加害者が事件時に「同居」していたものが、全体の約４割。

● 事件時に同居していた場合、事件後の「同居継続」が約３分の２を占める。他方、「事件後離婚・別居等」も１割弱あ

る。

● 事件時に別居していた場合、事件後に同居をするものはない。

事件前後の同居等関係事件前後の同居等関係

事件後離婚・別居等

8％(5件)

同居継続

63％(41件)

加害者死亡

29％(19件)

※ 事件後の関係が「不明」（17件）を除く。

第一順位遺族と加害者の同居・別居（事件時）
（198件）

未確定

2％(2件)

別居継続

67％(65件)

事件後離婚・別居等

1％(1件)

※ 事件後の関係が「不明」（19件）を除く。

加害者死亡

30％(29件)
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６－４－４ 犯罪被害者死亡の場合（犯罪被害者別の特徴①）

● 原因動機は、「将来を悲観」が最多で、次いで「不仲・トラブル」が多い。

● 第一順位遺族は、「加害者の子」（犯罪被害者の子）が最多で、全体の８割。

● 第一順位遺族が「加害者の子（18歳未満）」の場合は、事件時に加害者と「同居」がほとんど。そのうち、事件後に

「同居継続」の３件は、いずれも「不仲・トラブル」によるもので、「事件後離婚・別居等」は、「加害者の心神喪失等」と

「その他」によるもの。また、「将来を悲観」によるものはなかった。

● 第一順位遺族が「加害者の子（18歳以上）」の場合は、事件時に加害者と「別居」がほとんど。事件後に「加害者死

亡」が多く、その事案の原因動機は「将来を悲観」が多い。

● 第一順位遺族が「加害者のその他の三親等内の親族」（犯罪被害者の父母・兄弟姉妹）の場合は、いずれも事件時

に加害者と「別居」。事件後に「加害者死亡」の２件は、「将来を悲観」によるもの。

● 第一順位遺族が「加害者と親族関係なし」は、犯罪被害者の連れ子である者や、犯罪被害者と加害者が事実上の

婚姻関係にある場合の犯罪被害者の父母等で、いずれも事件時に加害者と「別居」。

＜配偶者（45件）＞

原因動機
加害者から見た第一順位遺族の

親族関係

子（18歳未満）

18％ (8件)

子（18歳以上）

62％ (28件)

親族関係なし

13％ (6件)

その他の三親等内の親族

7％ (3件)

全て事件時「別居」
→ 「別居継続」１件
→  「加害者死亡」２件

全て事件時「別居」
→ 「別居継続」４件（他は不明）

不仲・トラブル

31％(14件)

将来を悲観

36％(16件)

被害者の問題行動

2％(1件)

加害者の心神喪失等

20％(9件)

DV・虐待

4％(2件)

その他

7％(3件)

同居
4件

別居
24件

別居継続

12件

同居継続

1件
加害者死亡

1件

加害者死亡

9件

不明
不明

同居
7件

別居
1件

別居継続

1件
同居継続

3件

加害者死亡

1件

事件後離婚・
別居等

2件

不明

24



● 原因動機は、「将来を悲観」が最多で全体の約７割。次いで「DV・虐待」が多い。

● 第一順位遺族は、「加害者の配偶者」（犯罪被害者の父母）が最多で、全体の約６割。そのほとんどが事件時に加

害者と「同居」で、そのうち最多を占める事件後に「加害者死亡」は、全て「将来を悲観」によるもの。事件後に「事件

後離婚・別居等」の場合の原因動機は「将来を悲観」、「DV・虐待」、「その他」。

● 第一順位遺族が「加害者の父母」（犯罪被害者の祖父母）の場合は、事件時に加害者と「同居」が多く、その全て

が「将来を悲観」によるもので、嬰児殺が多い（６件中４件）。

● 第一順位遺族が「加害者のその他の三親等内の親族」（犯罪被害者の祖父母）は、加害者の配偶者の父母であり、

いずれも、事件時に加害者と「別居」で、原因動機は「将来を悲観」と「DV・虐待」。

● 第一順位遺族が「加害者と親族関係なし」は、いずれも加害者と離婚後の元配偶者（被害者の父母）。原因動機は、

「将来を悲観」と「DV・虐待」。

６－４－５ 犯罪被害者死亡の場合（犯罪被害者別の特徴②）

＜18歳未満の子（39件）＞

原因動機

父母

18％ (7件)

親族関係なし

13％ (5件)

配偶者

64％ (25件)

その他の三親等内の親族

5％ (2件)

同居
6件

別居
1件

別居継続

1件

同居継続

4件

加害者死亡

2件

全て事件時「別居」
→ 「別居継続」１件
→ 「加害者死亡」１件

全て事件時「別居」
→ 「別居継続」４件（他は不明）

加害者から見た第一順位遺族の
親族関係

同居
23件

別居
2件

加害者死亡

1件
同居継続

5件

加害者死亡

10件

事件後離婚・
別居等

3件

事件後離婚・
別居等

1件

不明

その他

3％(1件)

将来を悲観

69％(27件)

加害者の心神喪失等

10％(4件)

DV・虐待

18％(7件)
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● 原因動機は、「被害者の問題行動」が最多、次いで「将来を悲観」が多い。

● 第一順位遺族は、「加害者の配偶者」（犯罪被害者の父母）が最多で、全体の約６割。そのほとんどが事件時に加

害者と「同居」で、事件後に「同居継続」が多い。また、事件後に「加害者死亡」の事案は、全て「被害者の問題行動」

によるもの。

● 第一順位遺族が「加害者の子（18歳以上）」（犯罪被害者の兄弟姉妹）の場合は、いずれも「将来を悲観」によるも

の。なお、第一順位遺族が「加害者の子（18歳未満）」の事案はなかった。

● 第一順位遺族が「加害者のその他の三親等内の親族」で、「加害者の配偶者の父母（犯罪被害者の祖父母）」の場

合は、事件時に加害者と「同居」で、事件後に「同居継続」であり、「加害者の心神喪失等」によるもの。「加害者の子の

配偶者（犯罪被害者の配偶者）」の場合は、いずれも事件時に加害者と「別居」で、原因動機は「将来を悲観」と「被害

者の問題行動」。

● 第一順位遺族が「加害者と親族関係なし」は、加害者と離婚後の元配偶者（犯罪被害者の父母）で、原因動機は

「将来を悲観」。

６－４－６ 犯罪被害者死亡の場合（犯罪被害者別の特徴③）

＜18歳以上の子（14件）＞

原因動機

子（18歳以上）

14％ (2件)

親族関係なし

7％ (1件)

配偶者

57％ (8件)

その他の三親等内の親族

21％ (3件)

被害者の問題行動

43％(6件)

将来を悲観

36％(5件)

加害者の心神喪失等

7％(1件)

DV・虐待

7％(1件)

その他

7％(1件)

事件時「別居」
→ 「別居継続」

事件時「同居」 １件
→ 「同居継続」

事件時「別居」 ２件
→ （事件後は不明）

事件時「同居」 １件
→ 「同居継続」

事件時「別居」 １件
→ 「加害者死亡」

加害者から見た第一順位遺族の
親族関係

同居
7件

別居
1件

加害者死亡

2件

同居継続

4件

別居継続

1件

不明
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● 加害者である子は、全て18歳以上。

● 原因動機は、「将来を悲観」と「加害者の心神喪失等」が最多で、次いで「不仲・トラブル」が多い。

● 第一順位遺族は、「加害者の兄弟姉妹」（犯罪被害者の子）が最多で、全体の約６割。犯罪被害者と加害者は事

件時に「同居」がほとんどである一方、第一順位遺族と加害者はその８割以上が事件時に「別居」。

● 第一順位遺族が「加害者の父母」（犯罪被害者の配偶者）の場合は、事件時に加害者と「同居」が多く、事件後も

「同居継続」が多い。原因動機は、「加害者の心神喪失等」が多いが、多岐にわたる。

● 第一順位遺族が「加害者のその他の三親等内の親族」（犯罪被害者の兄弟姉妹）の場合は、いずれも事件時に加害

者・犯罪被害者とも「別居」であり、第一順位遺族が高齢のもの。原因動機は、「将来を悲観」、「不仲・トラブル」、「DV・

虐待」と多岐にわたる。

６－４－７ 犯罪被害者死亡の場合（犯罪被害者別の特徴④）

＜父母（73件）＞

原因動機

その他

3％(2件)

不仲・トラブル

23％(17件)

将来を悲観

27％(20件)

被害者の問題行動

10％(7件)

加害者の心神喪失等

27％(20件)

DV・虐待

10％(7件)

父母

29％ (21件)

子（18歳未満）

1％ (1件)
子（18歳以上）

3％ (2件)

祖父母

1％ (1件)

兄弟姉妹

58％ (42件)

その他の三親等内の親族

8％ (6件)

事件時「別居」
→ 「加害者死亡」

事件時「同居」
→ （事件後は不明）

事件時「同居」 １件
事件時「別居」 １件

→ 全て「加害者死亡」

全て事件時「別居」
→ 「別居継続」

加害者から見た第一順位遺族の
親族関係

同居
7件

別居
35件

別居継続

20件

同居継続

5件
加害者死亡

1件

加害者死亡

7件

未確定

2件
不明

不明

同居
16件

別居
5件

別居継続

4件
同居継続

10件

不明

不明
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● 加害者である孫は、ほとんどが18歳以上。

● 原因動機は、「被害者の問題行動」 、「不仲・トラブル」、「加害者の

心神喪失等」、「その他」と多岐にわたる。

● 第一順位遺族は、「加害者の父母」（犯罪被害者の子）が２件で、い

ずれも事件時に加害者と「別居」。原因動機は、「不仲・トラブル」と「加

害者の心神喪失等」 。

● 第一順位遺族が「加害者の祖父母」（犯罪被害者の配偶者）の場合

は、事件時に加害者と「同居」で、事件後に「同居継続」。原因動機は

「その他」。

● 第一順位遺族が「加害者の兄弟姉妹」（犯罪被害者の孫）の場合は、

第一順位遺族が18歳未満であるが、別居しているもので、「被害者の

問題行動」によるもの。

６－４－８ 犯罪被害者死亡の場合（犯罪被害者別の特徴⑤）

＜祖父母（4件）＞

原因動機

祖父母

25％ (1件)

父母

50％ (2件)

兄弟姉妹

25％ (1件)

被害者の問題行動

25％(1件)

不仲・トラブル

25％(1件)

加害者の心神喪失等

25％(1件)

その他

25％(1件)

事件時「別居」
→ 「別居継続」

事件時「同居」
→ 「同居継続」

全て事件時「別居」
→ 「別居継続」

＜孫（1件）＞

加害者から見た第一順位遺族の
親族関係

● 第一順位遺族は、「加害者の子（18

歳以上）」（犯罪被害者の父母）で、事

件時に加害者と「別居」しており、事件後

は「加害者死亡」。

● 原因動機は、「将来を悲観」。
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６－４－９ 犯罪被害者死亡の場合（犯罪被害者別の特徴⑥）

＜同居の兄弟姉妹（7件）＞

原因動機

兄弟姉妹

57％ (4件)

父母

43％ (3件)

被害者の問題行動

14％(1件)

将来を悲観

29％(2件)

不仲・トラブル

57％(4件)

＜別居の兄弟姉妹（7件）＞

原因動機

兄弟姉妹

43％ (3件)

父母

29％ (2件)

その他の三親等内の親族

29％ (2件)

● 原因動機は、「不仲・トラブル」が最多。

● 第一順位遺族は、「加害者の兄弟姉妹」（犯罪被害

者の兄弟姉妹）が最多。いずれも、犯罪被害者と加害

者は事件時に「同居」の一方、第一順位遺族と加害者

は事件時に「別居」。そのうち、事件後に「加害者死亡」

の２件は、いずれも「将来を悲観」によるもので、「別居

継続」の２件は、いずれも「不仲・トラブル」によるもの。

● 第一順位遺族が「加害者の父母」（犯罪被害者の父

母）の場合は、全て、事件時に加害者と「同居」（親・兄

弟姉妹がともに同居）で、事件後に「同居継続」。原因

動機は「被害者の問題行動」と「不仲・トラブル」。

● 原因動機は、「将来を悲観」、「被害者の問題行動」、

「不仲・トラブル」、「加害者の心神喪失等」と多岐にわ

たる。

● 第一順位遺族は、「加害者の父母」（被害者の父母）、

「加害者の兄弟姉妹」（犯罪被害者の兄弟姉妹）、「加害

者のその他の三親等内の親族」（犯罪被害者の配偶者）。

● 第一順位遺族が「加害者の父母」で、事件後に「同居

継続」のものは、「不仲・トラブル」によるもの。

● 第一順位遺族が「加害者の兄弟姉妹」の場合は、い

ずれも事件時に加害者と「別居」で、事件後に「加害者

死亡」。原因動機は「将来を悲観」。

全て事件時「同居」
→ 「同居継続」

全て事件時「別居」
→ 「別居継続」 ２件
→ 「加害者死亡」 ２件

全て事件時「別居」
→ 「別居継続」

全て事件時「別居」
→ 「加害者死亡」

全て事件時「同居」
→ 「同居継続」 １件
→ 「加害者死亡」 １件

加害者から見た第一順位遺族の
親族関係

加害者から見た第一順位遺族の
親族関係

被害者の問題行動

14％(1件)

将来を悲観

43％(3件)

加害者の心神喪失等

29％(2件)

不仲・トラブル

14％(1件)
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父母

14％ (1件)

その他の三親等内の親族

57％ (4件)

配偶者

14％ (1件)

親族関係なし

14％ (1件)

６－４－10 犯罪被害者死亡の場合（犯罪被害者別の特徴⑦）

＜その他の三親等内の親族（7件）＞

原因動機

DV・虐待

29％(2件)

将来を悲観

29％(2件)

不仲・トラブル

43％(3件)

● 犯罪被害者は、加害者の実母の内縁の夫。

● 第一順位遺族は、「加害者の父母」（犯罪

被害者の内縁の妻）。

● 第一順位遺族は、事件時に加害者と「同

居」で、事件後も「同居継続」。

● 原因動機は、「被害者の問題行動」。

＜親族関係なし（1件）＞

● 犯罪被害者が「加害者の配偶者の兄弟姉妹」が３件。そのうち、第一

順位遺族が「加害者のおい・めい」（犯罪被害者の子）は２件あり、いず

れも「不仲・トラブル」によるもの。第一順位遺族が「加害者の配偶者の

父母」（犯罪被害者の父母）は１件あり、「将来を悲観」によるもの。

● 犯罪被害者が「加害者の兄弟姉妹の配偶者」が２件。そのうち、

第一順位遺族が「加害者のおい・めい」（犯罪被害者の子）は１件

あり、「不仲・トラブル」によるもの。第一順位遺族が「加害者と親族

関係なし」（犯罪被害者の父母）は１件あり、「DV・虐待」によるもの。

● 犯罪被害者が「加害者の配偶者の父母」が１件あり、第一順位

遺族は「加害者の配偶者」（犯罪被害者の子）で、原因動機は「将

来を悲観」。

● 犯罪被害者が「加害者のおい・めい」が１件あり、第一順位遺族は

「加害者の父母」（犯罪被害者の祖父母）で、原因動機は「DV・虐待」。

事件時「別居」
→ （事件後は不明）

事件時「同居」
→ 「同居継続」

全て事件時「別居」
→ 「別居継続」 ２件（他は不明）

加害者から見た第一順位遺族の
親族関係

事件時「別居」
→ （事件後は不明）
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● 一般認識において、「困ったときに互いに助け合うこと」 は「家族の要件」として重要視されている。
● （世帯形態に変化がある一方、）「家族」であると認識する親族の範囲は拡大し続けている。

【第５回全国家庭動向調査（人口問題調査研究報告資料第33号）】
（平成2７年、国立社会保障・人口問題研究所）

※分析対象回答数6,409件（20代以上の有配偶者女性対象）、各表は報告書からデータを抽出して作成。

７ 家族に関する一般認識例

同居・別居に関わらず
家族である

同居していれば
家族である

同居していても
家族とは言えない

あなたの夫 87.4% 11.7% 0.9%

あなたの親 78.4% 19.5% 2.1%

20歳以上の未婚の子 84.5% 14.8% 0.7%

結婚している息子 73.2% 23.9% 2.9%

結婚している娘 71.0% 24.6% 4.4%

息子の子ども 68.7% 28.5% 2.8%

娘の子ども 66.3% 30.0% 3.7%

あなたの祖父母 60.1% 36.6% 3.3%

あなたのきょうだい 56.1% 32.2% 11.7%

夫の親 70.1% 25.5% 4.3%

夫のきょうだい 42.7% 38.2% 19.1%

息子の妻 65.2% 31.3% 3.5%

娘の夫 62.2% 32.9% 4.9%

夫の祖父母 53.1% 41.0% 5.8%

51.0% 50.3% 43.9% 37.7%
28.6% 26.1%

70.0%
56.5% 62.0%

50.7%
68.4%

30.6% 31.9%
36.0%

35.8%
39.9%

36.3%

25.9%

34.8%
31.3%

38.0%

27.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H20 H25 H20 H25 H20 H25 H20 H25 H20 H25 - H25

血のつながり

がある

日常生活を

共にする

経済的なつながり

がある

精神的なきずな

がある

互いにありのまま

でいられる

困ったときに

助け合う

とても重要 やや重要 あまり重要でない まったく重要でない

【1988年→1998年→2008年→2013年「日本の家族25年変化」調査レポート】（平成25年、博報堂生活総合研究所）
※調査対象：1,000世帯（妻の年齢が20～59歳の夫婦同居サラリーマン世帯）

○ 家族といって思い浮かべる人が、親、兄弟姉妹に拡大
○ 親との近居希望の増加

31

○家族の要件に関する妻の意識
家族の要件として挙げられた中で、重要（「とても重要」及び「やや重要」）と回
答した割合が最も多いものは、「困ったときに助け合う」（96.1％）。

○家族の範囲に関する妻の意識
夫、20歳以上の未婚の子については、80%以上が同居・別居に関わらず家族だ

と考えており、次いで自らの親、既婚の子と続く。なお、過去20年間の調査結果
から、妻が家族と考える範囲は一貫して拡大。
［平成25年における調査結果］

※各図は調査レポートから引用



８ 親族間犯罪に対する量刑と家族の受け止め方

● 家庭内の殺人（未遂）事件は、執行猶予の付される事案の割合が大きく減少。
● 他方、家庭内犯罪においては、犯罪被害者及び遺族が加害者を「宥恕」することが多い。

【家庭内の重大犯罪に関する研究】（平成24年、法務総合研究所研究部報告45号）
○ 量刑
「重大犯罪全体の傾向として、時代の推移とともに執行猶予率は低下し、量刑が厳しくなる傾向にあることが指摘されており、家庭内の重

大犯罪についても例外ではないと推察される。」（69頁）

○ 被害者及び他の家族の感情（公判時）
「家庭内犯罪の場合、被害者自身や他の家族が、加害者を宥恕する割合が比較的高く、その社会復帰を支える意思を有する場合が多

いことがうかがわれる。」（73頁）

62%
(58/93件)

30%
(309/1043件)

30%
(11/37件)

22%
(115/531件)

12%
(6/50件)

18%
(106/580件)

0%

20%

40%

60%

家庭内 全体 家庭内 全体 家庭内 全体

（S50～S53） （S53） （H１～H４） （H４） （H17～H20） （H20）

家庭内の殺人（未遂）事件と殺人（未遂）事件全体における執行猶予の付された割合

宥恕
74%(28件)

然るべく
5%(2件)

厳罰希望
21%(8件)

家庭内の殺人・放火事件の

被害者の加害者に対する感情

宥恕
63%(60件)

然るべく
13%(12件)

厳罰希望
24%(23件)

家庭内の殺人・傷害致死・放火事件の

被害者の家族の加害者に対する感情

希望する
68%(23件)

希望しない
32%(11件)

家庭内の殺人・放火事件の

被害者の加害者との関係継続の希望

注1：報告書３－１－５－１表
及び司法統計年報から
データを抽出して作成

注：報告書３－１－５－２～４表からデータを抽出して作成
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注2：「家庭内」とあるの
は東京地方検察庁にお
いて処理された殺人事
件が対象。
「全体」とあるのは全地
方裁判所で終局判決を
受けた人員数が対象。



９ 親族関係にある者を不支給としている他の給付制度

● 警察官の職務に協力援助した者の災害給付に関する法律（昭和27年法律第245号）

制度の概要

警察官に代わって、業務上の義務なく行動（警察官の職務への協力、現行犯人の逮捕、人命救助）した者が、そのために災害を受けた場合に、警

察官に対する公務災害補償とほぼ同様に、災害補償を行うもの。

● 証人等の被害についての給付に関する法律（昭和33年法律第109号）

親族に対する給付が制限される理由

被害者自身が犯行を阻止するようなことは、「人間の自衛の本能に基く自力救済的な行動であつて、未だ、社会公共の秩序維持のために警察

官に代つて行つたものと観念することは困難（下線・太字引用者）」①であり、被害者の親族もほぼ同様の感情をもちうるとされたため。

現行犯人の親族は、「第三者と異り、肉親若しくは肉親に近い感情から当然に犯行の阻止にでることが期待される（下線・太字引用者）」②ため。

（参考） 今泉正隆「警察官の職務に協力援助した者の災害給付に関する法律の性格」『警察学論集』第12巻５号、１９５９年
宍戸基男「警察官に協力援助した者の災害給付に関する法律の一部改正（二）」『警察研究』第30巻第五號、１９５９年、（①は４３頁、②は44頁より一部引用）

不支給要件（現行犯人逮捕の場合）
・被害者本人であること。
・被害者又は現行犯人と親族関係（配偶者・直系血族・同居の親族・同一世帯）があること。

制度の概要
国が適正な刑罰権を行使するために、証人、参考人若しくは国選弁護人又はその近親者が、被告人の身内等の他人から危害を

加えられた場合における療養その他の給付を行うこと（を約束すること）で、刑事事件の審判・捜査に協力すべき証人、参考人又は
国選弁護人の出頭及び供述を確保しようとするもの。

不支給要件

・被害者と加害者との間に親族関係があること。

※ 給付の対象となる被害者は、証人、参考人及び国選弁護人並びにその近親者（配偶者・直系血族・同居の親族）。

（参考）臼井滋夫・前田宏「証人等の被害についての給付に関する法律の解説」『法曹時報』第10巻５号、1958年、（91頁より一部引用）

親族に対する給付が制限される理由
親族関係のある者から被害を受けた場合にまで、「国が給付の義務を負うとすることは、健全な社会通念、あるいは国民一般の法

的感情からみて納得し難い（下線・太字引用者）」ため。
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10 親族関係にある者を特別に扱うこととしている他制度

● 刑法（明治40年法律第45号）

● 刑事訴訟法（昭和23年法律第131号）

趣旨

第105条については、親族間においては適法行為を行う「期待可能性が少ないことによる責任の低減であるとするのが通説（下線・

太字引用者）」である。

（参考） 大塚仁・河上和雄・中山善房・古田佑紀「大コンメンタール刑法第三版第６巻」、青林書院、2015年（379頁より一部引用）

第105条（犯人蔵匿等及び証拠隠滅等の犯罪が親族により行われた場合の特例）
親族により犯人蔵匿等及び証拠隠滅等の犯罪が行われた場合には、その刑を免除することができる。

趣旨
「証人と一定の身分関係のある者について刑事責任上不利益な事項を強制的に供述させるのは情宜上忍びない（下線・太字引用
者）」ためとされるほか、「近親者の証言には、虚偽の蓋然性が高いことから、誤判防止の趣旨をも含むもの（下線・太字引用者）」とす
る見解もある。
なお、民事訴訟法（平成８年法律第109号）においても、同様の趣旨の規定がある（第196条）ところ、身分関係の範囲は刑事訴訟
法上のものよりやや広く、自己の配偶者・四親等内の血族・三親等内の姻族（過去にこれらの関係があった場合を含む。）とされ、証言
拒絶できる事項についても、名誉を害すべき場合を含んでいる。

第147条（近親者の刑事責任と証言拒絶権）
自己の配偶者・三親等内の血族・二親等内の姻族（過去これらの関係があった場合を含む。）が刑事訴追を受け、又は有罪判決を受

ける虞のある証言を拒むことができる。

（参考） 河上和雄・中山善房・古田佑紀・原田國男・河村博・渡辺咲子「大コンメンタール刑事訴訟法第二版第３巻」、青林書院、2010年（149頁より一部引用）
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